
堺市中小企業デジタル化促進補助金交付要綱 

 

令和３年５月２０日制定 

 

１ 補助金の名称 

  補助金の名称は、堺市中小企業デジタル化促進補助金（以下「補助金」という。）とする。 

 

２ 補助金の目的 

  新型コロナウイルス感染症の拡大により新しい生活様式への変容が進む中、市内中小企業の

生産性向上並びに販路拡大を目指し、市内中小企業の製造面・販売面等のデジタル化に取り組

む費用の一部を補助することで、市内中小企業の経営基盤の強化を図る。 

 

３ 定義 

  この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 中小企業 中小企業基本法(昭和３８年法律１５４号)第２条第１項に規定する中小企業

者(みなし大企業は除く)をいう。 

(2) 小規模事業者 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成５年

法律第５１号）第２条に規定する小規模事業者をいう。 

(3) みなし大企業 次のいずれかに該当するものをいう。 

① 発行済み株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業（次に掲げるも

のを除く。②及び③において｢大企業｣という。）が所有する。 

② 発行済み株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有する。 

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める。 

(4) IoT インターネット又はイントラネット（社内ネットワーク）に多様かつ多数のものが

接続され、それらの物から送受信される大量の情報の活用に関する技術であって、当該情報

の活用による付加価値の創出によって、事業者の経営の能率及び生産性の向上に寄与するも

のをいう。 

  

４ 堺市補助金交付規則との関係 

  補助金の交付については、堺市補助金交付規則（平成 12 年堺市規則第 97 号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

５ 補助事業等 

(1) 補助対象者は、次のアからウの全てに該当する者とする。 

ア 本市内に事業所がある中小企業（次号アを補助対象事業とする場合は、小規模事業者を

除く）である者のうち市税の滞納のない者、かつ、補助事業終了後に実施する調査に協力

できる者 

イ （公財）堺市産業振興センターが実施する産業 DX支援センターにおいて、本補助金の補

助事業に関する支援を受けた者 



ウ 経済産業省と独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が公開している「マナビ DX」に掲載

しているオンライン講座を受講した者 

 

(2) 補助対象事業は、次のいずれかに掲げるものとする。 

ア 補助対象者がデジタル技術の活用により、非対面ビジネスモデルへの転換等により販   

路開拓に取り組むため、設備・システム投資、オンライン展示会への出展等を行う事業 

イ 補助対象者が業務プロセスの効率化や生産性向上による競争力強化を図ることを目的に、

IoT、人工知能を活用したソフトウェアやシステム（以下「AI」という。）、自動化装置・機

器を含む設備（以下「ロボット」という。）を導入する事業 

(3) 補助対象期間は、交付決定日から交付決定日の属する年度の２月１５日とする。 

 

６ 補助対象経費は、次のとおりとする。 

ア ５(2)アに係る補助対象経費は、別表第１に掲げるもののうち、補助事業の執行に必要と

認められる経費 

イ ５(2)イに係る補助対象経費は、別表第２に掲げるもののうち、補助事業の執行に必要と

認められる経費 

 

７ 補助金の額 

(1) ５(2)アに係る補助金の額等は次のとおりとする。 

ア 補助金の額は予算の範囲内で、補助対象経費の４分の３以内 

イ 補助金の上限額は、１,０００,０００円 

(2) ５(2)イに係る補助金の額等は次のとおりとする。 

ア 補助金の額は予算の範囲内で、補助対象経費の２分の１以内 

イ 補助金の上限額は、IoT、AI 導入は５００，０００円。ロボット導入、又はロボット導 

入時に併せて IoT、AI も複合導入する場合は、１，５００，０００円 

(3) 補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

(4) 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する消費税及び地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）に規定する地方消費税に規定する額は、補助対象経費から除外するものとする。 

 

８ 補助金の交付申請 

補助金の交付申請をしようとする者は、堺市中小企業デジタル化促進補助金交付申請書(様

式第１号)に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 役員情報届出書(様式第１号の２。法人の場合に限る)  

(2) 事業計画書(様式第２号) 

(3) 収支予算書(様式第３号) 

(4) 補助対象経費の内訳書 

(5) 補助対象経費の見積書その他これに相当する書類の写し 

(6) 補助事業について、産業 DX 支援センターの支援を受けたことを証する書類の写し 

(7) 産業 DX 支援センター発行のロードマップ 



(8) 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の「★一つ星」

を宣言したことが分かる資料（IPA からの通知メール「自己宣言受付確認のお知らせ」

等） 

(9) 発行後３か月以内の履歴事項全部証明書(個人事業者の場合は、（ⅰ）発行後３か月以内

の住民票、（ⅱ）個人事業の開業・廃業等届出書の写し又は税務署の受付印が押印された直

近の所得税の確定申告書 B第一表の控え、の両方。) 

(10) 納付期限が到来している直近の事業年度に係る法人市民税(個人事業者の場合は、直近

の年度に係る市民税)の納税証明書(非課税の個人事業者の場合は非課税証明書。第 1期決

算未達の場合は申立書) 

 (11) DX 推進指標の自己点検結果が分かる資料 

(12) 受講した「マナビ DX」掲載講座の講座名が記載されているマナビ DXの Web ページをプ

リントアウトしたもの 

(13) 会社案内又はそれに類するもの 

(14) その他市長が必要と認める書類 

 

９ 補助金の交付の条件 

  市長は、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げる条件を付すものとする。 

(1) 補助金は、その目的以外に使用してはならないこと。 

(2) 補助事業に要する経費の配分の変更（予算総額の２０パーセント以内の流用増減を除く。）

をし、若しくは補助事業の内容の変更をし、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようと

する場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

(4) 規則の規定に従うこと。 

 

１０ 補助金の交付決定の通知 

(1) 市長は、８の規定による交付申請書を受理した場合、審査の上、補助金を交付すべきもの

と認めたときは、堺市中小企業デジタル化促進補助金交付決定通知書(様式第４号)により通

知するものとする。 

(2) 市長は、審査の結果、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、速やかにその

旨を申請者に堺市中小企業デジタル化促進補助金不交付決定通知書(様式第５号)により通

知するものとする。 

 

１１ 交付申請の取下げ 

(1) 申請者は、交付決定の通知を受けた場合において、その決定の内容又はそれに付した条件

に不服があるときは、交付決定日から起算して３０日以内に交付の申請を取り下げることが

できる。 

(2) 市長は、(1)の規定による取下げの申出を受理した場合は、１０の交付決定はなかったも

のとみなす。 



 

１２ 補助事業等の変更等 

(1) 補助対象事業者は、９(2)の変更に係る承認を受けようとする場合は、堺市中小企業デジ

タル化促進補助金変更承認申請書（様式第６号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

(2) 補助対象事業者は、９(2)の規定による中止又は廃止に係る承認を受けようとする場合は、

堺市中小企業デジタル化促進補助金中止（廃止）承認申請書（様式第７号）に市長が必要と

認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(3) 市長は(1)又は(2)の書類を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、堺

市中小企業デジタル化促進補助金変更（中止・廃止）決定通知書（様式第８号）により、申

請者に通知するものとする。 

 

１３ 実績報告 

補助事業者は、堺市中小企業デジタル化促進補助金実績報告書（様式第９号）に次の書類

を添えて、補助事業が完了した日、又は当該年度の２月１５日のいずれか早い日から起算し

て１５日以内に市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実施報告書(様式第１０号) 

(2) 収支決算書(様式第１１号) 

(3) 補助事業を実施したことを証明する書類 

(4) 補助対象経費に係る支出の証明書類の写し 

(5) 補助対象経費の内訳書 

(6) DX 推進指標の自己点検結果が分かる資料（補助事業完了後に作成したもの） 

(7) その他市長が必要と認める書類 

 

１４ 補助金の額の確定 

(1) 市長は、１３の規定による報告を受けた場合は、当該報告に係る書類等によりその内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定するものとする。 

(2) 市長は、補助金の額の確定を行ったときは、速やかに堺市補助金確定通知書(様式第１２

号)により、補助事業者に通知するものとする。 

(3) 市長は、(1)の規定による審査の結果、補助事業の是正の見込みがなく、補助金を交付する

ことができないと認めたときは、速やかにその旨を補助事業者に連絡するものとする。 

 

１５ 補助金の交付 

(1) 補助金は、１４の規定による補助金の額の確定後交付する。 

(2) 補助事業者は、堺市中小企業デジタル化促進補助金交付請求書（様式第１３号）に堺市中

小企業デジタル化促進補助金確定通知書（様式第１２号）の写しを添付して、補助金の額の

確定通知を受けた日から起算して１５日以内に、補助金の交付請求を市長に対して行わなけ

ればならない。 

 



１６ 事業実施経過報告 

市長は、補助事業の実施状況確認のため、補助事業者に対し、現地調査及び事業実施経過

の聞き取りを行うことができるものとし、この場合において、補助事業者は市長が行う調査

及び聞き取りに対して、必ず協力するものとする。 

 

１７ 補助事業の経理等 

   補助事業者は、補助事業の経費について、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経費と明

確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

 

１８ 実施状況の調査等 

   市長は、補助事業の適正な執行を図るため必要であると認めるときは、補助事業者に対し

て報告を求め、又は補助事業者の協力のもと現地調査等を行い、帳簿書類や設備等の物件を

検査することができる。 

 

１９ 成果の公表等 

補助事業者は、市長が事業の成果について、報道機関又は各種媒体等を通じ公表するなど、

広く周知する場合は、必ず協力するものとする。 

 

２０ 重複の除外 

   市長は、申請者が補助事業と同一の事業内容で国又は他の地方公共団体その他公的機関か

ら補助金等の資金助成の交付決定を受けた場合は、本補助金の補助対象から除外する。 

 

２１ 財産の処分の制限 

(1) 規則第２２条に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

(2) 補助事業者は、市長の承認を受け、規則第２２条に規定する財産を処分し、その収入の全

部又は一部を市長に納付しなければならない。 

 

２２ 委任 

  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年５月２０日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ 堺市スマートものづくり導入支援補助金交付要綱及び堺市中小企業デジタルトランスフォー

メーション促進補助金交付要綱（以下「旧要綱」という。）は、廃止する。ただし、旧要綱の廃

止前に旧要綱に基づき交付決定を受けたものについては、なお従前の例による。 

（この要綱の失効） 



３ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、令和５年度の予算に係る

補助金（当該年度の予算で翌年度に繰り越したものに係る補助金を含む。）については、この要

綱は、同日後もなおその効力を有する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別表第１（６ア関係） 

補助対象経費 

（経費区分） 

内容（以下の販路拡大に繋がる経費） 

設備費 

 

デジタル化により販路開拓につながるシステム・機器等導入費（パソコンやタブレ

ット等の汎用性があり、当該事業目的外でも使用できる機器は除く）、機器等設

置・設定費用 

展示会出展費 

 

非接触型のオンライン展示会等（補助対象期間中に行われるもの）にかかる参加費

用 

委託外注費 専門家委託経費（技術コンサルティング業務等）、ソフトウェア・クラウドのサー

ビス等利用料（補助事業の完了する日が属する年度末までの利用分を上限として按

分する）、商品紹介動画等のコンテンツ製作費 

その他の経費 

 

上記に規定するもののほか、市長が必要と認める費用 

備考 

消費税及び地方税法に規定する地方消費税は対象外とする。 

 

別表第２（６イ関係） 

補助対象経費 

（経費区分） 

内容（以下の業務プロセスの効率化や生産性向上による競争力強化に繋がる

経費） 

設備費 【IoT、AI、ロボット導入、運用に要する経費】通信制御装置、ソフトウェ

ア、センサー、RFID 等の IoT・AI システム構成部品、ロボット、設置等費

用 

委託外注費 【IoT、AI、ロボット導入検討に要する経費】 

調査設計、導入計画の策定、技術コンサルティング業務等を専門家に委託す

る費用、ソフトウェア・クラウドのサービス利用料（補助事業の完了する日

が属する月までの利用分を上限として按分する） 

その他の経費 上記に規定するもののほか、市長が必要と認める費用 

備考 

消費税及び地方税法に規定する地方消費税は対象外とする。 

 


